
地域循環共生圏の創造と
ゼロカーボンシティについて
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第五次環境基本計画の基本的方向性
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１.「地域循環共生圏」の創造。

２.「世界の範となる日本」の確立。

３.これらを通じた、持続可能な循環共生型の社会（「環境・生命文明社会」）の実現。

※ ① 公害を克服してきた歴史
② 優れた環境技術
③「もったいない」など循環の精神や自然と共生する伝統

を有する我が国だからこそできることがある。

※ 各地域がその特性を活かした強みを発揮
→ 地域資源を活かし、自立・分散型の社会を形成
→ 地域の特性に応じて補完し、支え合う
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生活の質を
向上する

「新しい成長」
を目指す

あらゆる観点からイノベーションを創出
幅広いパートナーシップを充実・強化



北海道 福島県 茨城県 埼玉県 石川県 三重県 佐賀県

 札幌市  郡山市  水戸市  さいたま市  金沢市  志摩市  武雄市

 ニセコ町  大熊町  土浦市  秩父市  加賀市 京都府 熊本県

 古平町  浪江町  古河市 千葉県 山梨県  京都市  熊本市

岩手県 栃木県  結城市  山武市  南アルプス市  宮津市  菊池市

 久慈市  大田原市  常総市  野田市  甲斐市  与謝野町  宇土市

 二戸市  那須塩原市  高萩市  我孫子市  笛吹市 大阪府  宇城市

 葛巻町  那須烏山市  北茨城市  浦安市  上野原市  枚方市  阿蘇市

 普代村  那須町  牛久市  四街道市  中央市  東大阪市  合志市

 軽米町  那珂川町  鹿嶋市 東京都  市川三郷町  泉大津市  美里町

 野田村 群馬県  潮来市  葛飾区  富士川町 兵庫県  玉東町

 九戸村  太田市  守谷市  多摩市  昭和町  明石市  大津町

 洋野町  藤岡市  常陸大宮市 神奈川県 長野県 奈良県  菊陽町

 一戸町  神流町  那珂市  横浜市  軽井沢町  生駒市  高森町

 八幡平市  みなかみ町  筑西市  川崎市  池田町 鳥取県  西原村

山形県  大泉町  坂東市  鎌倉市  立科町  北栄町  南阿蘇村

 東根市  桜川市  小田原市  白馬村  南部町  御船町

 つくばみらい市  三浦市  小谷村 岡山県  嘉島町

 小美玉市  開成町  南箕輪村  真庭市  益城町

 茨城町 新潟県 静岡県 愛媛県  甲佐町

 城里町  佐渡市  浜松市  松山市  山都町

 東海村  粟島浦村  御殿場市 福岡県 鹿児島県

 五霞町  妙高市 愛知県  福岡市  鹿児島市

 境町  十日町市  岡崎市  大木町

富山県  半田市 長崎県

 魚津市  豊田市  平戸市

 みよし市

2050年 二酸化炭素排出実質ゼロ表明 自治体
東京都・京都市・横浜市を始めとする148の自治体（20都道府県、80市、１特別区、37町、10村）が
「2050年までに二酸化炭素排出実質ゼロ」を表明。

表明した自治体を合計すると人口は約6,997万人(※) 、GDPは約330兆円となり、我が国の総人口の半数を
超え、更なる拡大を目指します。

表明市区町村 (2,269万人)表明都道府県 (6,068万人)

※各地方公共団体の人口合計では、都道府県と市区町村の重複を除外して計算しています。（2020年7月28日時点）

0

20

40

60

80

100

120

140

160

令和元.9 令和元.12 令和2.3 現在（7/28）

1000

2000

3000

4000

5000

6000

7000

（自治体数） （万人）

6997万人
148自治体

目標人口 6500万人

1956万人
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自治体人口・数の推移

＊朱書きは表明都道府県、その他の色書きはそれぞれ共同表明団体



「Society 5.0」と人の生産性向上が創る「地域循環共生圏」

人々が健康で活き活きと暮らし幸せを実感することで、地域が自立し誇りを持ちながらも、
他の地域とも有機的につながることにより、国土の隅々まで豊かさが行きわたる。新たな価値とビジネスで成長を牽引する地域の存立基盤

クラスターEV充
放電管理ビジネス

再エネビジネス（風力）

配電・小売りビジネス

地域間エネルギー流通ビジネス

観光ビジネス観光ビジネス
(エコツーリズム、温泉、
祭り、文化・歴史)

高齢者向け
配車サービス

地域交通ビジネス
（グリーンスローモビリティ、電動バス）

衣・食・住にわたるオーガニック・ビジネス
（体に優しくおしゃれなオーガニック素材衣服）
（自分と地球に優しいオーガニック・コスメ）
（オーガニック農産物・水産物等の地産地消・産地直送）
（地元材で人に優しくロングライフな住宅）
（地元オーガニック産品で地域商店街の活性化）

再エネビジネス
（バイオマス）

地 域 循 環 共 生 圏

地 域 循 環 共 生 圏地 域 循 環 共 生 圏

地 域 循 環 共 生 圏

地 域 循 環 共 生 圏

地域循環共生圏（日本発の脱炭素化・SDGs構想）地域循環共生圏（日本発の脱炭素化・SDGs構想）
－ サイバー空間とフィジカル空間の融合により、地域から人と自然のポテンシャルを引き出す生命系システム －

再エネ熱ビジネス

電力アグリゲートビジネス

再エネビジネス（太陽光）再エネビジネス（太陽光）

エネルギーの地産地消
と地域間融通

地域再エネビジネス
を支えるシステム

地域の魅力を引き
出す交通システム

地域金融・ESG金融・地域
ファンドによるビジネス支援防災・景観・再エネの

ための配電網地中化

「オーナーシップ」 「ネットワーク」 「サステナブル」
＝ 活力あふれる「地域循環共生圏」 ⇒ 「脱炭素化・SDGsの実現、そして世界へ」

資源循環ビジネス
（廃棄物、食料、プラ等の先進的リサイクル）

地域循環共生圏

健康・未病ビジネス
（地域包括ケアシステム、農福連携）

デジタル技術による次世
代・高品質 基幹送電網

イノベーティブ
なものづくり

廃棄物発電
＆熱利用

CO2フリーガス
(水素・アンモニア・CCUS技術)

蓄電池・水素貯蔵

地域グリッドと基幹グリッド双方が
支えるハイブリッド電力システム IoT活用による

低炭素物流

IoT等による経営資源・製品
等の次世代流通網

水の循環と調和する
地域コミュニティ

地域経営型のエネルギービジネス
地域資源活用型観光ビジネス

地域課題解決型のビジネス
（既存施設や耕作放棄地等の活用によるビジネス拠

点化・観光資源化、地域教育・地域人材育成）

廃プラスチックからの再生CO2の原料化

日本の基幹
ものづくり産業

ZEH・ZEB

ソーラー
シェアリング

自律分散型の
「エネルギー」システム

人に優しく魅力ある
「交通・移動」システム

健康で自然とのつながりを感じる
「ライフスタイル」

災害に強い「まちづくり」

「人間の安全保障、次世代・女性のエンパワーメントを基盤に」

新たなバリューチェーンの創造

多様なビジネスの創出

防災インフラと自然の
防災力の相乗効果

気候変動影響による被害
の回避・軽減（適応）

安心と利便性で高齢者や
子育て世代に優しい移動手段

「オーナーシップ」と「ネットワーク」か
らなる生命系システム社会

「自立分散」 × 「相互連携」 × 「循環・共生」

地 域 循 環 共 生 圏

ストックとしての豊かな自然
とその恵みでグッドライフ

再エネ活用による
防災・減災拠点整備

適応ビジネス

子育て・介護世
代支援サービス

CO2フリーガスコジェネ

熱融通ビジネス

野遊び
（地域の豊かな自然・
景色・文化を味う）

共感・感動創造（文化・芸
術・歴史・スポーツ）

暗黙知・技や地域価値の再発見
（次世代育成・教育、世代間交流）

「知の源泉」となる地域
の大学・高専・研究機関

「モノ消費」から「コト消費」へのシ
フトで健康と豊かさと楽しさを

Ver. 26

中小企業の中小企業の
環境経営

場所を問わない働き方
（テレワーク、VR、ワーケーション）

働きがいと生きがい
を感じる仕事

サステイナブルファッション

まちづくりと交通が統合
され活気あるコミュニティ

老朽インフラの
活用・更新

災害時でも安心感のある
インフラ・エネルギーシステム

空き家・空き
スペース活用

MaaS

CASECASE
（電動、シェアリング、自動、接続） ESD

新興感染症
への備え

グリーンインフラ
Eco-DRR

物流の地域拠点
化・防災対応 一人多役

需給のバンドル化
（カーシェア・相乗り）

（異業種間での共同輸送）

CO2フリー燃料



ブロック内・国内

重層的な圏域で構成される地域循環共生圏

国際

地域（市町村・流域）

コミュニティ（集落・学区）

再資源化施設

・レアメタル等、高度なリサイクル技術を要するものの循環利用
・インバウンド観光の交流
・バリューチェーンを通じた環境負荷の低減

資源ごみ
使用済み機器等

地域

工場

飼料・肥料

エネルギー

堆肥・飼料化
メタン発酵・発電等の

施設

生ごみ
食品残り

小売店・飲食店
ホテル・学校等

・自営線によりエネルギー自立街区
・ZEB・ZEH
・防災拠点の再エネ・畜エネ
・生活圏におけるリユース・リペア・リサイクル等
・廃食用油のバイオ燃料利用
・里山の木質バイオマスの熱利用 など

NPO/市民等の
「コミュニティ」

畜産業

農林水産物の地産地消

農業

林業
漁業

コミュニティ
家畜ふん尿等

家庭

防災拠点の
再エネ・畜エネ

エネルギー
自立街区

環境配慮型
農林水産業の推進

エネルギー

地域
新電力

里山資源の
熱利用ZEB・ZEH

脱炭素地域交通 ローカルグリッド

再生資源

洋上風力

農業

林業
漁業

畜産業

エネルギー

自然体験・新湯治
ワーケーション

金属・土石・処理困難物等
の循環利用

再生資源（金属等）を
使用した製品・再生可能のエネルギーの地域間融通

・金属・土石・処理困難物等の循環利用
・都市と地域の交流
・生きがい・働きがいのための交流
・農林水産物の国内消費

・エネルギーの地産地消・地域新電力
・脱炭素地域交通
・バイオマス資源のエネルギー利用
・環境保全型農業
・農林水産物の地産地消



企業等登録制度

環境省ローカルSDGsプラットフォーム

企業・金融地域・自治体

地域コーディネーター

地域プラットフォーム 地方銀行・信用金庫等

• 地域循環共生圏の実現を共に目指す
パートナー企業等の登録を呼びかけ

• 技術・ソリューション単位でも登録可
• ESG経営の課題解決やビジネスのタネ
を生み出すオープンイノベーションの
場として活用

各種協同組合

人・モノ・金・ワザをつなぐプラットフォームの立ち上げ

実践地域登録制度

78団体

環境パートナーシップオフィス

（全国8カ所）

環境パートナーシップオフィス

（全国8カ所）

地方環境事務所

ESG金融

・地域におけるESG金融
促進事業

・グリーンファンド
・21世紀金融行動原則
持続可能な地域WG

• 活用可能な支援事業の
紹介

• 情報の共有
• フォーラム等への参加

NPO等

地域ビジネスづくり支援

• コンセプトづくり、パートナー
シップの強化、ビジネスのタネ
探し

• 支援チームの派遣
• 先進事例・支援事業の紹介等

• 相補的機能を有する
ネットワークと連携

• 適切な機能分担
• 情報網の共有、イベン
トの共催など

関係省庁関係省庁

民間企業

• 財務局と連携した地域金融機関・
民間企業とのネットワーク構築

• ESG地域金融で地域ビジネスの実
現へ

ネットワーク強化

地域づくり支援等の
他のネットワーク

全国

地方公共団体

マッチング・情報提供


